
 

   

 『新しい相続・財産管理の方法～民事信託～』 

 第６回 子どもがいないので、妻が亡くなった後の財産を自分  

      の血族に残したいケース 

 

法定相続人の確認 

 法定相続人には順位があります。まずは、Ａさんの法定相続人の確認をしましょう。もし、Ａさん

に子どもがいる場合、Ａさんの子が法定相続人となります（第１順位）。また、配偶者は常に法定相

続人となりますので、この場合、子と配偶者が法定相続人となります。もし、子が先に亡くなってい

る場合は、その子（Ａさんの孫にあたる）が第１順位の法定相続人となります。 

次に、Ａさんに子どもがいない場合です。その場合、Ａさんの親が法定相続人となります（第２順

位）。そしてこの場合も配偶者は法定相続人となります。 

最後にＡさんの両親及び祖父母も既に亡くなっている場合、Ａさんの兄弟姉妹が法定相続人となりま

す（第３順位）。そしてこの場合も、配偶者は法定相続人となります。 

 

民事信託でしかできない資産の承継方法 

 「自分が死んだら、全財産を妻に相続させる。そして妻が死んだらその残った財産は甥に承継させ

る」という、いわゆる『後継ぎ遺贈』の遺言は、民法上無効とされています。もし遺言の制度だけで妻

から甥へと資産を承継させたいなら、妻に遺言を書いてもらうしかありませんが、妻が途中で気が変わ

って撤回する事は自由です。しかし、民事信託の制度を活用すれば、後継ぎ遺贈のような二次相続以降

の資産の承継先を指定する事ができます。これは「所有権」という自分のものを自由に使用・収益・処

分できるという権利が、信託をすることにより信託受益権という「債権」に形を変えるために可能とな

るのです。 

【相談事例】 

Ａさん（７４歳）は親の代から承継された立派な自宅と、その敷地内にあるアパートを所有しており、

その不動産収入で生活をしています。妻Ｂ（７０歳）との間に子がいないので、Ａさんの法定相続人は

妻Ｂと弟Ｃとなります。Ａさんは、自分の死亡後も妻Ｂが引き続き自宅に住み、家賃収入で生活ができ

るように、財産を妻Ｂに承継させたいと考えています。しかし、次に妻Ｂが亡くなると、父から受け継

いだ財産が妻Ｂ側の親族に渡ってしまうのは好ましく思っていません。Ａさんは、妻Ｂが亡くなった後

は、財産をＡ家の血族である弟Ｃの家族に残すことを希望しています。 
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【解決策】 

Ａさんは、甥Ｄとの間で民事信託の契約を締結します。その内容は、委託者がＡさん、受託者が甥Ｄ

さんとなり、自宅とアパートを甥Ｄに託します。当初受益者をＡさん、Ａさんが亡くなった後の受益

者を妻Ｂにし、妻Ｂの老後の生活費等の財産の給付を甥Ｄが行います。妻Ｂが亡くなったら信託が終

了するように定め、自宅とアパートの帰属先を甥Ｄに指定します。将来的・潜在的に妻Ｂと甥Ｄは利

益相反関係となるので、司法書士が財産管理や給付を適正になされているかの指導・確認を行いま

す。（妻Ｂの財産の消費が少ないと、将来甥Ｄに遺産が多く入る事になるため） 

 

【今回の信託スキーム】 

・委託者：Ａ 

・受託者：甥Ｄ 

・受益者：当初受益者Ａ、第二受益者妻Ｂ 

・信託財産：自宅、賃貸アパート 

・信託期間：無期限 

・信託終了事由：Ａおよび妻Ｂの死亡 

・残余財産の帰属先指定：甥Ｄ 

・信託監督人：司法書士（任意） 

 

信託を利用するメリット 

・Ａさんが亡くなった後、財産を妻Ｂが実質承継することができる。また、妻Ｂが遺言を残さずとも

最終的にＡさんの財産が甥Ｄへ承継できる。 

・Ａさん・妻Ｂが認知症になっても、甥Ｄが受託者の権限で不動産の修繕・賃貸契約などの締結をす

ることができる。 

（文責 ： 司法書士 重信吉孝） 

妻Ｂ Ａさん 弟Ｃ 

甥Ｄ 
信託監督人 

（司法書士） 



 

 

 本レポートは法的助言を目的とするものではなく、個別の案件については各々固有・格別の事情・状況に

応じた適切な助言を求めていただく必要がございます。また、本稿に記載の見解は執筆担当者の個人的な

見解であり、当法人若しくは当グループ又は当法人のクライアントの見解ではありません。 

 PLUS Report では、本誌をより充実させ皆様に有益な情報を発信していくため、皆様のご意見・ご感想を

お待ちしております。採りあげますテーマなどお気軽にご意見やご要望をお寄せ頂けましたら幸いです。

（PLUS Report 事務局 plus-report2@plus-office.com） 
 

 

（お問合せ先） プラス事務所～司法書士法人・土地家屋調査士法人・行政書士法人～ 

             博多オフィス   司法書士 重信吉孝  

東京オフィス 〒104-0031 

 東京都中央区京橋1丁目1番1号 八重洲ダイビル5F 

 TEL 03-3516-1447 / FAX 03-3516-1448 

佐世保オフィス 〒857-0041 

 長崎県佐世保市木場田町1番1号 松永ビル1F 

 TEL 0956-23-5400 / FAX 0956-23-5440 

熊本オフィス 〒860-0806 

 熊本市中央区花畑町4番1号 太陽生命熊本第2ビル 6F 

 TEL 096-342-4300 / FAX 096-342-4302 

福岡オフィス 〒810-0001 

 福岡市中央区天神2丁目14番8号 福岡天神センタービル3F 

 TEL 092-752-8266 / FAX 092-752-8267 

博多オフィス 〒812-0012 

 福岡市博多区博多駅中央街８番２７号 第１６岡部ビル１０F 

 TEL 092-461-7750 / FAX 092-461-7751 

 

mailto:plus-report2@plus-office.com

